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令和３年度取引力強化推進事業補助金
　本事業は、中小企業･小規模事業者の連携による取引力強化促進を図るために実施する、共
同販売･宣伝、組合員の事業･企業紹介等のための組合が行うホームページやチラシの作成等、
共同事業の活性化、組合員の受注促進等の取組みを支援するため、それに要する経費を補助す
るものです。

補　助　金　額
500千円（税抜）を上限（下限額は100千円）とし、補助対象経費総額の２／３を助成。

公　募　期　間
令和３年６月１日（火） ～ 令和３年７月２日（金）（締切日必着）

事　業　期　間
交付決定日 ～ 令和４年２月４日（金）

補　助　対　象　者
　事業協同組合、商工組合及び商店街振興組合のうち、その直接又は間接の構成員の２分の１以上が小規
模事業者であるもの。企業組合、協業組合、事業協同組合連合会、商店街振興組合連合会も対象となりま
すが、別途要件があります。
　※小規模事業者

　 　常時使用する従業員の数が20人（商業又はサービス業を主たる事業とする事業者については、５人）
以下の会社および個人

補助金対象となり得る事例のイメージ
・販促用チラシの作成、配布
・商品パッケージ（包装）の改良
・ネット販売システムの構築
・組合の事業紹介等のホームページ作成
・市場調査　など

令　和　２　年　度　の　事　例

補　助　対　象　経　費
①謝金､ ②旅費､ ③消耗品費､ ④会議費､ ⑤印刷費､ ⑥会場借上料､ ⑦雑役務費､ ⑧通信運搬費､ ⑨委託費
※応募については本会ホームページに掲載している公募要領等をご参照ください。
　なお、詳細やご不明な点につきましては下記までお問い合わせください。

お問い合わせ先
群馬県中小企業団体中央会 経営支援部 開発課 TEL.027-232-4123　FAX.027-234-2266

組合・組合員の受注機会の増大を
図るためのホームページ作成
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令和３年度小企業者組合成長戦略推進プログラム等支援事業補助金
　本事業は、組合員である小企業者の経営基盤の強化や生産性の向上を目指した、既存の共同
事業の改善や新たな事業開発のためのフィージビリティ・スタディ (実現可能性調査)、さらに
はフィージビリティ・スタディの結果を具体化するための事業に対して助成を行い、小企業者
及び小企業者組合の活性化を支援するものです。

補　助　金　額
162千円（税抜）を上限とし、補助対象経費総額の６／ 10を助成

公　募　期　間
令和３年６月１日（火） ～ 令和３年７月２日（金）（締切日必着）

事　業　期　間
交付決定日 ～ 令和４年２月４日（金）

補　助　対　象　者
　設立後、原則、１年以上経過している組合であって、事業協同組合、商工組合及び商店街振興組合のうち、
その直接又は間接の構成員の４分の３以上が小企業者であるもの。企業組合、協業組合、事業協同組合連
合会、商店街振興組合連合会も対象となりますが、別途要件があります。
　※小企業者

　常時使用する従業員の数が５人（商業又はサービス業を主たる事業とする事業者については、２人）
以下の会社及び個人

補 助 対 象 と な る 事 業 内 容
⑴　 小企業者組合が、組合員及び組合の活性化のために実施するフィージビリティ・スタディ（同一年度

に行う、当該フィージビリティ・スタディの前提となる基礎的な調査を含む）
　　＜テーマ例＞
　　　　・ＩTを活用した市場開拓　　　　　　　・首都圏や海外等の新たな需要先の開拓
　　　　・今後の原材料の安定的確保　　　　　　・消費者ニーズに対応する新たな意匠開発
　　　　・他分野等との連携による技術開発　　　・物流システムの構築
　　　　・伝統・技能の継承
　　＜手法の例＞
　　　　・利用者・消費者等へのアンケートによるフィージビリティ・スタディ
　　　　・新商品のテストマーケティングによるフィージビリティ・スタディ
　　　　・国内外の展示会等への出展によるフィージビリティ・スタディ
⑵　 上記（１）のフィージビリティ・スタディの結果を活用した事業
　　＜実施例＞
　　　　・ＩTの活用や物流効率化等の実証システムの開発、プロトタイプの開発
　　　　・海外市場開拓のための試験的な期間限定の多言語対応ＷＥＢサイトの構築
　　　　・新商品・新技術の開発（試作・改造・実験・実用化試験）
　　　　・原材料の安定的確保を図るためのストックヤードの設計
　　　　・伝統・技能継承のための資格制度の創設を目指したテスト的な試験の実施

補　助　対　象　経　費
①謝金､②旅費､③会議費､④借損料､⑤通信運搬費､⑥印刷費､⑦原稿料､⑧消耗品費､⑨雑役務費､⑩委託費

※応募については本会ホームページに掲載している公募要領等をご参照ください。
　なお、詳細やご不明な点につきましては下記までお問い合わせください。

お問い合わせ先
群馬県中小企業団体中央会 経営支援部 開発課 TEL.027-232-4123　FAX.027-234-2266
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　６月になりました。先月、多くの組合で通常総会が開催されましたが、「組合
の変更登記」を忘れていないでしょうか？
　この機会に、組合の登記事項に変更がないか確認をお願いします。

１．なぜ登記しなければならないのか？
　中小企業等協同組合法第85条の規定により登記事項に変更が生じた場合は、
２週間以内に、主たる事務所の所在地において、変更の登記をする必要があり
ます（ただし、出資の総口数及び払込済出資総額の変更の登記は、事業年度末か
ら４週間以内）。

２．登記事項について
　①名称、②事務所の所在地、③事業、④公告方法、⑤地区、⑥代表理事、
⑦出資の総口数及び払込済出資総額などの変更があった場合には登記が必要です。

３．代表理事の登記について
　代表理事が変更になった場合だけではなく、代表理事が重任となった場合（代
表理事が同一人で変わらなかった場合）にも登記が必要です。

４．出資の総口数及び払込済出資総額の登記について
　事業年度末に出資の総口数及び払込済出資総額に変更があった場合は、登記
をする必要があります。

５．定款変更を伴う登記について
　定款に規定されている、①名称、②事務所の所在地（定款に規定されている市
町村の変更を伴う場合）、③事業、④公告方法、⑤地区などの変更は、総会にお
ける特別議決を経て、所管行政庁の認可を受けた後、登記をすることになります。

　本稿では、組合の変更登記の注意点などについて紹介しました。ご不明な点
などありましたら、本会までお問い合わせください。

組合の変更登記
忘れていませんか？
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～文書の保存期限について～
　文書には、その種類によって、事業年度の終了とともに不要となるもの、一定の期間保存が必要
となるもの、組合が存続する限り永久に保存を必要とするものがあります。ここでは主だった文書
保存期間の目安を紹介します。

分　類 保　存　種　別 保存期間 摘　要

会　議

総会議事録 10年 中協法第53条の４、中団法第47条

委員会議事録 ５年

その他会議に関する書類 ３年

役　員

役員名簿 永久

役員会（理事会）議事録 10年 中協法第36条の７、中団法第47条

役員選挙録及び関係書類 ５年

法　令 関係法令に関する書類 永久

定　款 定款の制定及び改廃に関する書類 永久

規約・規程
規約・規程類集 永久 規約、規程細則内規（取扱要領を含む）

規約・規程の設定改廃に関する書類 永久 規約、規程作成参考資料を含む

行政庁及び
系統機関関係

重要な免許、認可、出願及び報告に関する書類 永久

登記及び登録等に関する書類 永久

行政庁、系統機関等連絡交渉に関する書類 ３年

契　約 重要な契約、協定及び覚書に関する書類 永久

組　織 組合歴に関する書類 永久 授賞、表彰等を含む

出　資 組合員名簿、持分等に関する書類 永久

組合員 加入・脱退に関する書類 永久

会　計

計画統制報告

事業計画に関する書類 10年

予算編成等に関する書類 10年

業務報告、試算表に関する書類 永久

資金調達等に関する書類 ３年

資　金

借入金等に関する書類 永久

保証預り金及び保証預り金に関する書類 永久

貸付金に関する書類 永久

資金計画に関する書類 ３年

会　計

決算関係書類及び事業報告書 10年 中協法第40条４他

会計勘定の記録及び整理に関する重要な書類 10年 総勘定元帳、現金出納帳

会計勘定の記録及び整理に関する補助元帳 10年

支出に関する証憑書類 10年

財産の評価及び減価償却に関する書類 10年

原票、伝票及び集計に関する書類 ７年 原票及び伝票の付属書類を含む

預金・貯金に関する書類 ７年

配当金に関する書類 ７年

税　務

法人税に関する書類 ７年 法規59条、67条

地方税に関する書類 ７年

源泉徴収税に関する書類 ７年

その他諸税に関する書類 ７年

外部出資 外部出資に関する書類 永久

※�上記に示すもののほか、人事・労務に関する書類などにも保存期限が示されています。詳しくは、本会までお問い合わせください。
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「働き方改革推進支援助成金｣
労働時間短縮・年休促進支援コースのご案内

令和２年４月１日から、中小企業に、時間外労働の上限規制が適用されています。
このコースは、生産性を向上させ、労働時間の縮減や年次有給休暇の促進に向けた環境整備に
取り組む中小企業事業主の皆さまを支援します。ぜひご活用ください。

生産性の向上を図ることで、働きやすい職場づくりが可能に!!

課題別にみる助成金の活用事例

専門家のアドバイスで
業務内容を抜本的に見
直すことができ、効率
的な業務体制などの構
築につながった。

助成金
による

取り組み

企業の
課題

改善の
結果

新たに機械・設備を
導入して、生産性を
向上させたい！

労務管理用機器や、
ソフトウェアを導入

外部の専門家による
コンサルティングを
実施

労働能率を増進する
ために設備・機器な
どを導入

助成内容について詳しくは、次頁をご参照ください。

ご不明な点やご質問がございましたら、企業の所在地を管轄する
都道府県労働局 雇用環境・均等部 または 雇用環境・均等室にお尋ねください。

記録方法を台帳から
ICカードに切り替え
たことで、始業・終
業時刻を正確に管理
できるようになり、
業務量の平準化につ
ながった。

新たな機器・設備を
導入して使用するよ
うになったところ、
実際に労働能率が増
進し、時間当たりの
生産性が向上した。

始業・終業時刻を手
書きで記録している
が、管理上のミスが
多い！

業務上の無駄な作業
を見直したいが、何
をすればいいか分か
らない！

▶労働局の所在地一覧

https://www.mhlw.go.jp/hatarakikata/

http://www.mhlw.go.jp/kouseiroud
oushou/shozaiannai/roudoukyoku/

▶働き方改革関連法の詳細は、
「働き方改革」特設サイトへ

働き方改革 厚労省 検 索
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上記「成果目標」の達成状況に応じて、支給
対象となる取り組みの実施に要した経費の一部
を支給します。

労働局に支給申請（締切：２月10日(木)）

交付決定後、提出した計画に沿って取組を実施
（事業実施は、令和４年１月31 日（月）まで）

「交付申請書」を、最寄りの労働局雇用環境・
均等部（室）に提出（締切：11月30 日（火））

【Ⅰの上限額】
１． 成果目標①の上限額

以下のいずれにも該当する事業主です。
１．労働者災害補償保険の適用を受ける中小

企業事業主(※1)であること。
２．年５日の年次有給休暇の取得に向けて就

業規則等を整備していること。
３．交付申請時点で、右記「成果目標」①から

③の設定に向けた条件を満たしていること。

ＡまたはＢの要件を満たす企業が中小企業になります。

助
成
額

以下のいずれか低い額
Ⅰ 以下１～３の上限額および４の加算額の合計額
Ⅱ 対象経費の合計額×補助率３／４(※4)
(※4) 常時使用する労働者数が30人以下かつ、支給対
象の取り組みで⑥から⑦を実施する場合で、その所要額
が30万円を超える場合の補助率は４／５

(※1)中小企業事業主の範囲

① 労務管理担当者に対する研修(※2)

② 労働者に対する研修(※2)、周知・啓発

③ 外部専門家によるコンサルティング

④ 就業規則・労使協定等の作成・変更

⑤ 人材確保に向けた取り組み

⑥ 労務管理用ソフトウェア、労務管理用
機器、デジタル式運行記録計の導入・
更新(※3)

⑦ 労働能率の増進に資する設備・機器などの
導入・更新(※3)

(※2) 研修には、業務研修も含みます。
(※3）原則として、パソコン、タブレット、スマート

フォンは対象となりません。

● 上記の成果目標に加えて、指定する労働者の時間当
たりの賃金額を３％以上または、５％以上で賃金引き
上げを行うことを成果目標に加えることができます。

以下の「成果目標」から１つ以上を選択の上、
達成を目指して取り組みを実施してください。

労働時間短縮・年休促進支援コースの助成内容

対象事業主 成果目標

支給額

ご利用の流れ

支給対象となる取り組み
～いずれか１つ以上を実施～

業種
Ａ

資本または出資額
Ｂ

常時使用する労働者

小売業
(飲食店を含む) 

5,000万円以下 50人以下

サービス業 5,000万円以下 100人以下

卸売業 1 億円以下 100人以下

その他の業種 3 億円以下 300人以下

申請書の記載例を掲載している「申請マニュアル」
や「申請様式」は、こちらからダウンロード
できます。

引き上げ人数 １～３人 ４～６人 ７～10人 11人～30人

３％以上
引き上げ 15万円 30万円 50万円

１人当たり５万円
（上限150万円）

５％以上
引き上げ 24万円 48万円 80万円

１人当たり８万円
（上限240万円）

２．成果目標②達成時の上限額：50万円
３．成果目標③達成時の上限額：50万円
４．賃金引き上げの達成時の加算額

事業実施後に設定す
る時間外労働と休日
労働の合計時間数

事業実施前の設定時間数

現に有効な36協定に
おいて、時間外労働
と休日労働の合計時
間数を月80時間を超
えて設定している事
業場

現に有効な36協定に
おいて、時間外労働
と休日労働の合計時
間数を月60時間を超
えて設定している事
業場

時間外労働と休日労
働の合計時間数を月
60時間以下に設定

100万円 50万円

時間外労働と休日労
働の合計時間数を月
60時間を超え、月80
時間以下に設定

50万円 ―

① 全ての対象事業場において、月60時間を超える
36協定の時間外・休日労働時間数を縮減させる
こと。
・時間外労働と休日労働の合計時間数を月60時間以下に設定

・時間外労働と休日労働の合計時間数を月60時間を超え月80

時間以下に設定

② 交付要綱で規定する特別休暇（病気休暇、教育
訓練休暇、ボランティア休暇、新型コロナウイル
ス感染症対応のための休暇、不妊治療のための休
暇）のいずれか１つ
以上を全ての対象事業場に新たに導入すること。

③ 時間単位の年次有給休暇制度を、全ての対象事業
場に新たに導入させること。

電子申請システムによる申請も可能です。
詳しくはこちら（https://jgrants.go.jp/）


